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■業績ハイライト：連結PL

連結売上高869億円、前年同期比94.7％、前々年同期比73.0％。

収益認識基準変更、連結体制の変更の影響を除くと、前年同期比 106.8％、前々年同期比 82.7％。

売上総利益率は51.1％、前年同期差 4.2pt増、前々年からは1.5ptの低下。

営業利益18億円。営業外収入に持分法による投資利益4億円、

特別損失に営業店舗等の減損損失約4億円を計上し、当期純利益は12億円。

売上、各利益とも計画を下回った。
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■業績ハイライト：連結 売上総利益率

３Q累計期間の売上総利益率は51.1％で前年同期から4.2ptの改善、前々年同期から1.5ptの低下。

(株)UAの売上総利益率が50.8％となり、前年同期から5.3ptの改善、前々年同期から1.3ptの低下。

ビジネスユニットの売上総利益率が前年同期から4.7pt改善、前々年から0.6ptの低下。アウトレットでは前年同期から

2.5pt改善、前々年同期からは2.6ptの低下。各子会社においては(株)コーエンが前年同期から2.4pt改善、前々年同期

から1.5ptの低下、台湾子会社では前年同期から3.9pt、前々年同期から5.3pt改善している。

３Q ３か月間では、連結売上総利益率が53.7％で前々年からのマイナス幅が0.5ptまで縮小。（株)UAの売上総利益率

の前々期比は0.1ptの低下だが、これは収益認識基準変更の影響も含まれており、それを除外すると0.1pt良化している。

ビジネスユニット、アウトレットとも前々年の売上総利益率を上回っており、改善傾向がみられる。子会社では(株)コーエ

ンが、新型コロナウイルスの感染拡大と決算時期が重なったこともあり、売上総利益率が低下している。
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■業績ハイライト： 連結 販管費

前年同期比91.5％、前々年同期比 79.2％の425億円。

収益認識基準変更の影響を除外すると前年同期比94.6％、前々年同期比81.8％。

販管費率は前年同期差1.7pt減、前々年同期差3.8pt増の49.0％。

売上回復の遅れで販管費率は高い水準だが、販管費額の抑制は図れている。

宣伝販促費： 収益認識基準の変更に伴う減。収益認識基準変更の影響を除外しても前々年からは抑制。

人件費： 人員の減、給与・賞与制度の変更等による減

賃借料： 退店に伴う減、前年の通販売上の反動による減

減価償却費： 過年度の減損損失計上による減

その他： 各種費用の減
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■業績ハイライト： 単体動向

単体売上高は796億円、前年同期比105.1％、前々年同期比 80.8％、

収益認識基準変更の影響を除くと前年同期比108.2％、前々年同期比 83.2％、

ビジネスユニットが665億円、前年同期比104.3％、前々年同期比 78.7％

収益認識基準変更の影響を除くと前年同期比106.9％、前々年同期比 80.6％、

ネット通販売上は前年の90.7％となったが、売上構成比は27.3％となり２年前から6.3ｐｔの増。

そのうち自社ECサイトの売上は対前年では100.2％、対前々年では180.9％。

（前々年は９月12日～11月26日まで休業）

事業別では

トレンドマーケットが444億円、前年同期比102.2％、前々年同期比 80.8％、

収益認識基準変更の影響を除くと前年同期比105.3％、前々年同期比83.2％。

ミッド・トレンドマーケットが221億円、前年同期比108.9％、前々年同期比74.9％、

収益認識基準変更の影響を除くと前年同期比110.3％、前々年同期比75.9％。



■業績ハイライト： 連結BS / 出退店

BSの主要項目はスライド記載の通り。

長短借入金残高は前期末比89.7％の140億円、

たな卸資産は対前年同期末比 91.9％、連結体制変更の影響を除外しても94.7％で在庫抑制を継続。

出退店では、連結出店数 ５、退店数 11となり、３Q末の店舗数は324店舗。

今期末の店舗数は310店舗の見込みで、2020年３月期末から14％減。
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■業績ハイライト： グループ会社動向

（スライド資料の通り）



10

■連結業績予想の修正について

緊急事態宣言が解除された3Qから売上、利益は回復傾向にあるものの、

回復幅は当初予想を下回る傾向が続いている。2022年１月からの感染第６波のマイナス影響を織り込み、

2022年２月４日付で通期の業績予想を修正することにした。

売上高は当初予想比94.1％の1,174億円、売上総利益率は49.7％で当初予想から1.0ｐｔ減、

販管費率は48.6％で当初予想から0.3ｐｔ増を見込んでおり、営業利益は当初予想比40.0％の12億円、

当期純利益を当初予想比11.4％の２億円としている。
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■連結 2022/３期 3Qまでの振り返り

Q別の業績を振り返ると、緊急事態宣言下にあった2022/３期 １Q、２Qは非常に厳しい結果となったものの、３Q３カ月を

見ると収益性の改善がみられる。

売上回復の遅れから売上高は前年同期に及ばなかったものの、売上総利益率は53.7％で２年前から0.5ｐｔ減まで回復。

販管費のコントロールで営業利益は44億円となり、コロナ禍前の2020/３期３Qの49億円に近づいた。2020/３期は連結子

会社のCHJP合同会社、(株)フィーゴ、(株)Designsの損益も含んでおり、それを除外すると実質的には増益。営業利益率

も1.1pt良化し、12.3％となった。前期から進めている収益性改善の取り組みが一定の成果を出している。
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■連結 ３Q（3カ月） 販管費

３Qの販管費を収益認識基準変更の影響を除外して算出した場合、販管費額は２年前から34億円の低減、販管費率は

1.0ｐｔの改善。

内訳では人件費、賃借料、その他の減が目立つ。人件費の減は連結対象変更の影響、退職による人員減、人事給与

制度の変更による減が含まれる。賃借料は連結対象変更の減によるものに加え、退店による減が含まれる。
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■(株)UA Q別 対FY2020 主要指標の推移

３Qの改善の多くは、(株)UAによるもの。収益認識基準の変更の影響を除外して算出した場合、緊急事態宣言下

であった１Q、２Qは非常に厳しい結果であった。３Q３か月間を切り出すと、売上は２年前の９割強にとどまるが、

粗利率は２年前の水準を0.1pt上回る54.3％まで戻している。営業利益は49億円となり２年前から約17％増、利益

率も2.9ｐｔ改善の14.2％。売上回復の遅れはあるものの、収益性の改善は確実に進んでいる。先ほどの説明の通

り、コーエンの苦戦が続いており、今後の対策を進めている。
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■自社ECサイトのリニューアルについて

2022年３月上旬に自社ECサイト「ユナイテッドアローズ オンラインストア」をリニューアルオープン。最新システムの採

用で基本スペックを上げ、将来的なOMO施策の実現を担保する設計となっている。自社物流センターにフルフィルメント

拠点を置き、各種サービスレベルの改善を通じた顧客体験価値の向上を図る。

本日はリニューアルの主要ポイントを６項目に分けてご説明する。
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■自社ECサイトのリニューアルについて

基本機能の改善については、最新システムの採用によりサイト表示速度の改善を図り、基本スペックを向上させる。

検索ワードの入力を補助するサジェスト検索や検索条件の保存を含む検索機能の改善、カート投入から決済までのス

テップ短縮などでユーザビリティを上げていく。販売スタッフの個人アカウントで商品をご紹介するショートブログの追加

でスタッフコンテンツを拡充。実店舗の接客販売力をオンライン上で再現する。お客様によるレビューも追加し、買い物

をサポートする。セキュリティレベルも上げ、より安全にお買い物いただけるサイトとなる。

スマートフォンアプリも一新、従来の買い物機能に特化していたものから、オンラインストアのニュース、特集、各種ス

タッフコンテンツなどが閲覧可能なコミュニケーション性の高いものに切り替え、お客様との接触頻度を上げていく。商品

下げ札についたバーコードを読み込み、商品紹介ページを開くスキャン機能も追加。店頭で気になる商品があった際、

スタッフに声かけしなくても商品詳細の確認ができ、そのままお気に入りに保存もできる。

CSレベルの向上については、サービスの拡充でお客様の体験価値を高める。当社オリジナルの梱包資材を使った店

頭品質に近い包装でお届けし、実店舗で購入した時と同様のワクワク感で満足度を上げる。物流センターの在庫を自

社ECサイトの在庫として引き当てられるようになり、最短配送に対応する商品も拡大する。実店舗の在庫を確保してか

ら来店したい、実際に試着してサイズ確認してから購入したいというニーズは依然として高く、一時中断していた店頭試

着予約サービスも再開する。購入品の受け取りも置き配サービスを注文時に選択できるようになり、利便性が向上する。

商品の返品についても手続きを簡便化し、自宅、コンビニ、宅配ロッカーなど、お客様のご都合のよい場所から、QRコー

ドを使って送り状を書く手間なく返送できるようになる。
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■自社ECサイトのリニューアルについて

フルフィルメント拠点を自社物流センター内に設置することで、効率的な在庫運営につなげる。これまで自社EC

業務の委託先であるZOZO社の倉庫に自社EC用とZOZOTOWN用の在庫をまとめて配分していたが、今後は自社

物流センターのフリー在庫が自社ECに引き当てられることになる。在庫の奥行きが広がり、販売機会ロスが低下

する。今後、実店舗も絡めたOMO施策を予定しており、実店舗への在庫配分の適正化も含めた在庫運用の効率

化を図る。

コスト構造の改善については、SaaSサービスの活用で開発投資金額を抑制している。システム保守費用など一

部コストの固定費化を図り、従来の変動費モデルから運営コストを低減させる。今回の取り組みは実店舗の売り上

げ増にも寄与するものなので厳密な費用対効果の算出は難しいが、自社ECサイトの売上・利益だけで初期投資

の回収が２～３年、現在の運営体制からの収益性改善は２年後を想定している。

最後にOMOへの発展性について。現段階ではECサイトの基本機能を新しい仕組みに置き換え、安定的に運用

することを第一としているため、実店舗も絡めたOMO施策まではカバーしていない。今後も継続的に開発投資を行

い、実店舗のデジタル化も進めながらOMO施策を開始し、自社ECサイトのサービスレベルを実店舗に近づけてい

く。CRMの進化と連動させ、将来的には一人ひとりに最適化させた精度の高いサービスをオンラインとオフライン

の枠を超えて提供する。お客様の行動変化に即し、実店舗と自社ECサイトを跨いだお買い物体験の課題解決を

進め、ライフタイムバリューを高めていきたい。
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代表取締役の松崎です。まずは今期の業績予想を引き下げざるをえない状況となりましたことをお詫び申し上げ

ます。今期についてはワクチン接種の拡大とともにコロナ禍も回復に向かうであろうという観測のもと計画を立案し

ました。実際には春から緊急事態宣言を繰り返し、宣言解除後も期初の想定ほどの売上回復には至らない厳しい

状況の中、オミクロン株の広がりで先行きの見通しも立てづらいという状況からの予想修正でございますが、重ね

てお詫び申し上げます。

当初の期待値には及ばないものの業績は段階的に回復しており、緊急事態宣言が解除された第３四半期の３か

月間を振り返ると、実店舗の実績も２年前の８割強まで戻しています。実店舗の営業が正常化した後も、ネット通

販については対２年前比で成長を続けています。先ほどの説明にもあったように、収益性の改善は確実に進んで

います。業績の底はすでに打ったと考えており、これからの回復に向けて取り組みを進めます。
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先ほど当社の数値状況をご説明させていただきましたとおり、課題となる点は明確です。当社の売上利益の過半以

上を占める実店舗の回復をいかに図るか、この春にリプレイスする自社ECをいかにドライブさせるか、子会社であるコ

ーエンブランドの回復。それらの課題を具体的な施策で進めます。

施策の詳細については５月の本決算時にご説明、ご報告いたしますが、これらの課題にDX・サステナブル、そして従

業員の活力を高めるES施策を掛け合わせた取り組みを開始しております。
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１点目の実店舗の回復ですが、もちろん全体の売上利益回復に最も影響するものなのですが、この根底には当社

の強みを再度磨き上げるということがあります。ECを成長させるためにも、中長期的に成長を図るうえでも、私たちの

強みである実店舗を未来に向けてもう一度輝かせる必要があります。それと連動しネット通販を伸ばしていくことで、

再成長のステージに入ります。

実店舗を輝かせるために重要なのは、”価値ある商品”と”優れた接客販売力”です。お客様に魅力を語ることがで

き、そこに共感いただける、感動を生み出す商品開発と、お客様の気持ちに寄り添い、ファッションの楽しさを十分に

堪能いただける、感動を伴う接客を提供するために、来期は抜本的な組織の見直しも行い、商品・販売の専門性、レ

ベルアップに全力で取り組みます。
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２点目は、自社ECの自社運営化による売上利益伸長です。前回リプレイスに失敗したことで、ここまでご不安も与

えておりますが、今回は予定通りに３月初旬にリプレイスが完了いたします。先ほど６つの要点についてご説明させ

ていただきましたが、その中でもとりわけ在庫の効率化が図れることで、販売機会ロスの削減やリードタイムの短縮、

在庫移動減少によるコスト低減などが図れる見立てです。

そして実店舗とEC上の施策をそろえて実施できること、データ共有を図ることなど、いわゆるOMOの具体化に進み

ます。リプレイスしてすぐさまに売上利益が飛躍するものではありませんが、次期中期に成長していくのに必須な取り

組みとして、リプレイス後も自社ＥＣの強化を重点課題として進めてまいります。



３点目はコーエン社の立て直しです。

今期はエッセンシャルウェアとの価格比較などを意識するがあまり販売上代を下げ、残在庫リスクを避けるあまりに品

番数を削減いたしましたが、いずれも成果にならず大きな反省を残しています。これらの是正と共に、出店店舗の見極

めを進め、標準MDの見直しも進めております。来期はこれらを推進する組織体制も見直しする予定です。当社が提供

する強みはコーエンマーケットにおいても重要と考えており、価値ある商品、価値ある接客をこのマーケットで体現する

ことも、優位性を創出できると考えます。来期はコーエン社の再度の黒字化を達成し、再成長をご期待いただける状況

に改善してまいります。
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課題についてご報告いたしました。

コロナ禍を通じ、お客様の心理変化を強く感じます。お客様は買い物を通じて物質的な満足以上のものを求めて

いらっしゃり、このコロナ禍で多数のありがたいお手紙を頂戴しています。その多くが久しぶりに店舗で買い物された

際の接客へのお褒めの言葉です。デジタル化でより一層利便的にしていく一方で、取り組み一つひとつに対してお

客様の共感を得ることが重要だと私たちは考えています。

繰り返しにはなりますが、商品面では商品背景を十分に語れるだけの熱量のある商品、長くご着用いただけるク

オリティの商品、大事にしていきたいと思える魅力的な商品を提供できていることを目標にし、接客面では購入した

時のシーンを思い出せるくらい印象に残る接客、お客様に感動を提供できる接客を通じて、お客様の共感を得なが

ら販売していきたいと考えています。

サステナビリティという側面でも、当社が倫理的な事業活動を行っており、当社の取り組みが自然との共生につな

がり、ともに未来を創っていくのにふさわしい企業と認めていただけるかどうか、それが永続的な支持をいただくた

めの重要な要素だと感じています。

少し回り道なところもありますが、生涯当社のファンでいていただくために、ご報告いたしました具体的な課題と共

に”装うことの楽しさ”、“買い物することの楽しさ”の提供に向けて、私たちの根幹であるヒト・モノ・ウツワを磨いてま

いります。引き続きのご支援を何卒よろしくお願いいたします。
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■2022/３期 グループ経営方針

続いて2022年3月期のグループ経営方針をご説明する。今年度は昨年発表した中期経営計画の途中年度にあたり、

中期経営計画の各項目に沿った取り組みを進める。

2022年3月期のグループ経営方針は、「持続的成長と未来に向けた大改革 ～新時代のお客様大満足へ～」。コロナ

禍の影響や連結体制の変更で売上高の回復には時間を要するものの、中期最終年度に向けて当社グループを収益性

の高い体質に切り替える期と位置づけ、各種取り組みを実施する。当社グループの持続的成長に向けた施策と未来に

向けた改革を進め、新しい時代のお客様満足を追求する。

中期経営計画の重点取組の「収益構造を抜本的に見直す」については営業利益生産性計画を、「稼ぐ力を取り戻す」

については連結売上総利益計画 50.7％をそれぞれ必達目標とし、様々な施策を打っていく。同時に当社グループの持

続的成長を支えるための必須項目としてサステナビリティ、DXの取り組みも進める。
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■2022/３期 グループ経営方針

営業利益生産性計画の必達については、不採算事業・店舗・レーベル・子会社の見極めと成長戦略の再立案、本部

組織・人件費の効率化に向けた構造改革の継続、店舗生産性向上に向けた施策の実施を進める。

連結売上総利益50.7％の必達については、主力レーベルの商品改革による在庫効率の徹底改善、OMO推進やデジ

タルマーケティングによる営業施策の拡充、利益率改善を伴うネット通販売上の伸長を目指す。

持続的成長を支えるベース戦略については、デジタルトランスフォーメーションの推進によるお客様最適の実現、マー

ケット特性に応じたサステナビリティ推進を図る。

前者については、変化の激しい市場環境においても、顧客提供価値を高め、競争優位性を維持し続けることをビジョ

ンに、今期は新自社ECサイトのリリース、サプライチェーンのデジタル化を視野に入れた商品管理システムの刷新、

CRM活動の進化、タレントマネジメントの推進などを進める。

後者については経営会議の下部組織をして、取締役、常勤社外取締役、執行役員をメンバーとするサステナビリティ

委員会を設置。特に今期はサプライチェーンと資源を重点推進項目に定め、サステナブルな商品調達、資源利用の効

率化、脱プラスチックなどの課題に向けて、マーケット別の取り組みを協議していく。
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■コロナ禍による市場環境の変化

コロナ禍により、社会には大きな変化が起きている。密を避ける行動様式に伴って外出も抑制傾向となり、リ

モートワークの普及で通勤回数も減り、特に大型都市においては昼間人口の減少が続く。企業業績の低下で収入

不安も生まれ、消費の抑制にもつながっている。

この影響で、小売業界では外出抑制による実店舗の入店客数の減、感染懸念による店舗滞在時間の短縮、オン

ラインシフトの加速、収入不安による消費の抑制傾向などの変化が起きている。

アパレル業界においては、緊急事態宣言解除以降の大都市商業施設の回復遅れ、オンラインシフトの加速、消

費抑制による嗜好品のニーズの低下、式典ニーズやビジネスニーズなどのフォーマル需要の縮小などの変化が

起きている。
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■コロナ禍で直面する当社の課題

コロナ禍により、当社でも様々な課題が浮き彫りになった。

緊急事態宣言が解除されて以降、地方郊外の店舗の回復に比べ、大都市商業施設の店舗は入店客数の減少

が続き、今なお回復途上にある。利便性や集客力の高さなど、立地の優位性がある施設に多くの店舗を出店して

いる当社においては、この影響が大きく出ている。

実店舗の休業によりネット通販の売上が加速したものの、実店舗のマイナスを補填できなかった。ネット通販の

取り組みをさらに強化し、ネットを使った非接触型のコミュニケーションでお客様との接点を強化する必要性が高

まっている。

ビジネスウェアのカジュアル化の加速に対しては、早急なMD修正が必要。ニューノーマル時代のビジネススタイ

ルの開発が急務。

スーツやジャケットなどの重衣料の構成比が下がっていることや、収入不安による嗜好品への購買欲の低下で

商品単価の下落傾向も見られる。

在庫については、実店舗休業に伴い2020年春夏商品をセールで消化促進を図ったものの、十分な消化は行えな

かった。これを機に在庫の持ち方を根本的に見直し、売上総利益率を改善させる必要性が出ている。

コスト構造については、売上低下に耐えられるコスト構造とする必要性があり、コスト構造を抜本的に見直すべき

と考えている。
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■コロナ禍を乗り越えるための当社の強み

一方、当社はコロナ禍を乗り越えるための様々な強みを有している。

一番の強みはお客様との高い信頼関係。高い接客能力、スタイリング提案などを通じたお客様の課題解決力、

末永く当社をご愛顧いただける顧客作りのノウハウなど、当社には実店舗でこれまで培ってきた様々な経験がある。

今後、販路がネット通販にシフトしたとしても、このノウハウをネット通販に取り込んでいくことで、大きな差別化が図

れる。

お客様の変化への対応については、トレンド情報だけではなく、社会潮流なども含めて今後のお客様ニーズを予

測し、商品企画につなげていく仕組みを構築している。これまでも商品・販売・宣伝部門が連動してビジネス需要の

カジュアル化に対応するなど、お客様の変化に適応して業績を伸ばしてきた。この対応力を活かすことで、コロナ

禍による社会の変化、お客様のニーズの変化に対しても確実にキャッチアップできると考えている。

今後さらに重要性が高まるネット通販についても、当社は業界平均よりもネット通販の構成比は高く、今後に向け

た基盤はすでに構築されている。将来のOMO体制に向けた準備も行っており、アフターコロナにあるべき販売方法

に向けた変革は進んでいる。

実店舗とネット通販の両チャネルにおいて高いお客様との信頼関係を構築し、お客様の変化に対応した商品を

適時にご提案していくことで、現在直面している様々な課題は確実に解決できると考えている。
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■中期経営計画期間（2021/３-2023/３）の前提条件

続いて、中期経営計画見直しにあたっての前提条件についてご説明する。

大都市商業施設の売上減少が続くが、現在の感染状況やお客様の行動様式の変化などを踏まえると、完全回

復にはまだ時間がかかると見ている。これまでのような新規出店を前提とした成長拡大は難しいと考えており、出

店戦略、エリア戦略の見直しを図っている。

ビジネス需要の変化は加速し、ニューノーマル時代に適応させた商品構成への練り直しが必要。具体的には

2021年春物商品からの対応を始めているが、過去に例を見ないスピードでの変化のため、仮説検証を繰り返しな

がら精度を高めていくことになる。

実店舗へのご来店が減少する中、ネットを通じた非接触型のコミュニケーションでお客様との接点を強化する必

要性が高まっている。現在、インスタグラムやネットのライブ配信による商品紹介、LINEを使ったオンライン接客な

ど、ソフト面での様々な取り組みに着手しており、ここはまだまだ発展できると考えている。並行して自社ネット通販

サイトのリニューアルを進め、2022年３月期中にはシステムや物流等のハード面の構築を終え、拡充したソフト面

の取り組みと融合させた本格的なOMO施策に取り組む。

当社では市場環境がコロナ禍前に完全に戻るとは想定してなく、新しい環境への対応にはある程度の時間を要

すると考えている。それを踏まえると、当中期経営計画の期間においては、この環境変化に対応できる企業に切り

替え、事業の継続性を担保する収益性の向上に優先順位を置くべきと判断した。
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■新中期経営計画 2021/３-2023/３

新しい中期経営計画の基本方針は「危機に打ち勝ち、稼ぐ力を取り戻す」。この３年間をかけてコロナ禍で起きた

不可逆的な変化に対応し、収益性の高い企業体に生まれ変わり、今後の成長に向けた土台を作る。取り組み項

目としては「収益構造を抜本的に見直す」、「稼ぐ力を取り戻す」の二つを掲げ、様々な施策を進める。

財務目標についても一部修正。中期最終年度の連結営業利益は従来目標の90～100億円から70～80億円に引

き下げ、今期見込みから135～145億円の改善を目指す。ROEについては12～14％と据え置く。配当性向について

は、今後の投資計画を含む財務状況や金融市場の動向等を見極めたのちに開示予定である。当社では、株主様

価値の向上を引き続き重要な経営課題として認識しており、まずは業績を早期に回復させることで、応援いただい

ている株主・投資家の皆様に報いていきたいと考えている。
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■新中期経営計画「収益構造を抜本的に見直す」

取り組み項目の一つ、「収益構造を抜本的に見直す」についてご説明する。

不採算な子会社、事業、店舗を見極め、退店や統廃合などを行う。現段階で連結店舗数の10％程度の退店を見

込み、引き続き検討を続ける。

本部組織についても、機能や業務を洗い出し、重複する業務、付加価値の低い業務を精査する。業務の削減、

組織の括り直しなどにより、生産性を高める。今春から進めているリモートワークを継続しつつ、現在一部でフリー

アドレス性を導入し、在宅と出勤のバランスをとった勤務体制を見極めるためのトライアルを実施中。ここから出た

課題を抽出した上で、今後拡大する方針。最終的に現在数か所に分散している本部オフィスを主要２拠点に集約

し、固定費の抑制につなげる。

人事施策については、採用抑制と退職者による自然減などで中期最終年度までに10％程度の人員数の減少を

見込む。業務を効率化した上で、人材をネット通販やカスタマーサポートなどの今後の重要分野に戦略的に配置。

コロナ禍による売上減に対して人件費を抑制しきれなかったことも、今期の赤字予想の要因の一つ。そのため、人

件費の下方硬直性を是正し、業績との連動性の高い報酬制度へ変更する。今年５月から続けている役員報酬の

一部返上についても、今期末まで継続。

在庫効率の向上による売上総利益率の改善については、在庫改善プロジェクトを立ち上げ、あるべき在庫の持

ち方に向けた討議を行っている。在庫の増加要因の分析、在庫量を最適化する仕組み作り、在庫状況を管理する

KPIの設定と評価制度との連動を図り、効率的な在庫運営を目指す。この取り組みでセール販売や在庫評価損の

抑制を図り、売上総利益率を改善させる。
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■新中期経営計画「稼ぐ力を取り戻す」

「稼ぐ力を取り戻す」については、主力事業の収益改善、新しい時代に即した事業開発、OMOの推進を進める。

主力事業の収益改善については、主要な取り組みをご説明する。商品面の改善については、今秋冬から進めて

いるシーズンMDの変更とシーズンレス商品投入により、気候変動への対応力を高める。あわせてニューノーマル

を見据えた商品開発を行い、お客様ニーズの変化に対応する。具体的にはカジュアルを強化してビジネス需要の

変化を捉え、ワンマイルウェアの開発、アウトドア、ヨガなどのウェルネス商品を拡充し、新たな需要に対応する。

価格帯についてはトレンドマーケットおよびミッドトレンドマーケットにおいて、カジュアル商品の価格帯を下に広げ、

新たな需要を獲得する。当社の強みであるお客様の変化への対応力を活かし、これらの取り組みを成功させる。

販売・宣伝面での改善については、実店舗で培ったお客様との信頼関係をベースとした取り組みを進める。販売

スタッフを活用し、ネットを通じた商品説明動画の配信、オンライン接客など、非接触型の接客手法を確立する。

ネット通販サイトでは商品コメントにおいて、生地の手触り、サイズ感や洗濯方法の説明など、実際に店頭で接客

する際にお伝えしているような情報まで網羅し、オンラインでの商品訴求力を高める。オンラインでの訴求力向上

により、セール構成比が高くなる傾向のあるネット通販においても定価販売を強化できる。今後、実店舗での買い

物においても、来店前にネットで商品を吟味し、購入したい商品を絞り込んだうえで、短時間で買い物をされる方が

増えると予想。実店舗とネット通販の双方で遜色のない接客力をつけていくことで、お客様の買い方の変化に対応

する。

これに加えて、各マーケットに応じた取り組みを並行して進め、既存事業の収益改善につなげる。
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■新中期経営計画「稼ぐ力を取り戻す」

新しい時代に即した事業開発については、ニューノーマルを見据えたコンセプトの新規事業開発を行っている。

自社ネット通販サイトを軸にして、従来のような多店舗出店を前提としない業態を考えており、中期期間の後半か

らスタートする予定。GLRとコーエンの中間の価格帯において、新しいお客様層を取り込んでいく考え。

OMOの推進については、ソフト面の充実とハードの刷新の二軸で進める。ソフト面の充実については、商品説明

動画の配信などのSNS活用、オンライン接客や掲載情報のブラッシュアップにおける販売員の関与拡大など、今

から着手できる取り組みを進めている。ハードの刷新については2022年３月期中を目指し、自社ネット通販サイト

のリニューアルを進める。物流やシステムなどを融合させた仕組みに切り替えることで、実店舗同様のサービスを

オンラインでも実現させるインフラを構築する。新しい仕組みに充実させたソフト面の取り組みと組み合わせること

で、OMOの推進を図る。



46

■当社の直面する課題と新中期取り組み事項のマトリクス

当社が直面する課題と新中期計画の各取り組み事項をマトリクス化したもの。
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■業績回復までのステップおよび改善の内訳

最後に業績回復までのステップと内訳をご説明する。コロナ禍を経た中期の前半では、たとえ減収となっても利

益を創出できる体制を目指す。この実行を経て、中期の後半で長期的な成長の土台作りを行う。

中期最終年度の2023年３月期において売上高は1400億円台後半、売上総利益率は50％強を見込む。売上につ

いては、今期の途中で非連結化するCHJPの売上を除外した場合、180億円強の増加となる。これは主に今期４～

５月の緊急事態宣言に伴い休業した店舗のフル稼働による底上げ、ネット通販の成長によるものである。2023年３

月期の売上は、CHJP非連結化の影響を除き、コロナ禍の影響がなかった2019年３月期の売上の95％程度、売上

総利益率は2019年３月期並みの水準への回復を見込む。

コスト面では、来期および再来期において、採用の抑制、人事施策の改定、不採算な取り組みの精査等により、

固定費の低減を目指す。なお、売上の回復に伴い変動費は発生するものの、これらの固定費の低減により、来期

および再来期の販管費は今期に比較し大きく伸びないと想定している。

今期予定しているコロナ禍に伴う在庫評価損については、基本的に今期限りの計上となるため、来期以降の利

益回復に寄与する。

売上総利益率については、コロナ禍に伴い今期劇的に増加したセール売上構成比を是正するとともに、在庫プ

ロジェクトの推進で過剰在庫を抑制し、コロナ禍前の水準に戻すことを目指す。この改善に伴い、今期に比較した

利益へのプラス影響は高いものと考える。さらに180億円強の売上回復に対しても、利益の増加が見込まれる。

連結子会社の異動等に伴い、営業利益額のマイナスが発生するが、これを踏まえても、2023年３月期の営業利

益額は70～80億円になる見通し。

当中期経営計画の期間中に収益体質に切り替え、将来に向けた土台作りを行う。
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